
 

 令和５年７月５日 

防災担当大臣 谷 公一殿 

       超党派・災害時医療等船舶利活用推進議員連盟                     

会長  額賀  福志郎 

 災害時医療等における船舶利活用について 

緊急提言 

 我が国は、国土面積が世界の１％未満にもかかわらず、世界で発生する地震の約１割が国土周辺

で発生する世界有数の地震大国である。わが国では、海溝型地震のみならず、国内に約 2,000 ある

といわれる活断層による直下型地震もあり、いつ大地震に見舞われるかわからないという認識が必

要である。実際、最近も全国各地で震度５以上の地震が相次ぎ、また、南海トラフ地震、日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震、首都直下型地震などで空前の被害発生の予測が出されている。加えて、

近年、風水害も激甚化・広域化している。 

 私たち超党派の議員連盟は、「災害時医療等船舶利活用推進法」を 2021 年６月に成立させた。こ

の法に基づき、政府は、災害発生時に、国・都道府県・市町村および自衛隊・海上保安庁・消防・

警察さらには民間企業や市民ボランティアなどの組織を一元的に活動させる司令塔機能を強化して

いるが、その際、下記の点に留意していただきたく、ここに提言するものである。 

 

記 

1. 大規模災害発生時における初動対応に船舶の利活用を明確に位置付けること 

 大規模地震等の具体的な応急対策活動に関する計画に船舶の利活用を位置付けること。例え

ば、発災後の救助・救急活動、医療支援とそれに関わるスタッフの参集・ロジ支援、患者の広

域搬送、プッシュ型支援における物資の送り込み、避難所としての活用等、船舶の特性を踏ま

え利活用を位置付ける。また、同時に課題を整理していくこと。 

 

2. 病院船保有に向けて体制の整備を進めること 

 推進法施行に伴い、設置される推進本部において、病院船（災害時多目的船）の保有に向け

て、体制を検討すること。 

 

3. 災害対応の専門家やボランティア育成の所管の明確化及び組織化 

人口減少により人手不足が問題となっている消防団や建設業従事者等が適切な役割分担の上

に災害救援力の強化に資する機能的活動ができるよう、専門人材の育成について国の責務とし

て行うこと。 

以上                        


